
第一七七回 

閣第一二号 

   踏切道改良促進法の一部を改正する法律案 

 踏切道改良促進法（昭和三十六年法律第百九十五号）の一部を次のように改正する。 

 第三条第一項及び第二項中「平成十八年度」を「平成二十三年度」に改め、同条第三項

中「歩行者等立体横断施設の整備」の下に「（以下「立体交差化等」という。）」を加え、

同条第四項中「立体交差化、構造の改良又は歩行者等立体横断施設の整備」を「立体交差

化等」に改める。 

 第四条の見出しを「（立体交差化計画等及び保安設備整備計画）」に改め、同条第一項

中「立体交差化、構造の改良又は歩行者等立体横断施設の整備」を「立体交差化等」に改

め、「、国土交通大臣の指定する期日までに」を削り、「歩行者等立体横断施設整備計

画」の下に「（以下「立体交差化計画等」という。）」を加え、「提出しなければならな

い」を「提出することができる」に改め、後段を削り、同条第十項中「第七項」を「第十

項（第十一項において準用する場合を含む。）」に改め、同項を同条第十四項とし、同条

第九項中「立体交差化計画、構造改良計画若しくは歩行者等立体横断施設整備計画（第五

項本文の規定により国土交通大臣が作成したものを除く。）又は」を「第一項（第十一項

において準用する場合を含む。）の規定により提出された立体交差化計画等又は前項の規

定により提出された」に改め、「保安設備整備計画」の下に「（以下単に「保安設備整備

計画」という。）」を加え、同項を同条第十三項とし、同条第八項を同条第十二項とし、

同条第七項中「立体交差化計画、構造改良計画又は歩行者等立体横断施設整備計画」を

「立体交差化計画等」に改め、同項を同条第十項とし、同項の次に次の一項を加える。 

11 第一項から第五項まで及び前項の規定は第一項の規定により提出された立体交差化計

画等の変更について、第七項から第九項までの規定は第六項の規定により作成された立

体交差化計画等の変更について、それぞれ準用する。この場合において、第一項中「提

出することができる」とあるのは、「提出しなければならない」と読み替えるものとす

る。 

 第四条第六項中「前項」を「第六項」に、「立体交差化計画、構造改良計画又は歩行者

等立体横断施設整備計画」を「立体交差化計画等」に改め、同項を同条第九項とし、同条

第五項中「立体交差化、構造の改良又は歩行者等立体横断施設の整備」を「立体交差化

等」に、「あらかじめ当該指定に係る鉄道事業者の意見を聴いて、立体交差化計画、構造

改良計画又は歩行者等立体横断施設整備計画」を「当該踏切道について立体交差化計画

等」に改め、ただし書を削り、同項を同条第六項とし、同項の次に次の二項を加える。 

７ 国土交通大臣は、前項の規定により立体交差化計画等を作成しようとする場合におい

ては、あらかじめ、当該踏切道に係る鉄道事業者の意見を聴かなければならない。ただ

し、国土交通大臣が同項の規定により立体交差化計画等を作成する前に、当該鉄道事業

者と国土交通大臣との間に立体交差化計画等の作成について協議が成立したときは、こ



の限りでない。 

８ 国土交通大臣は、第六項の規定により立体交差化計画等を作成するときは、前条第一

項に規定する期間において当該踏切道を改良することができない特別の事情がある場合

に限り、同項の期間を経過した後に当該踏切道を改良することをその内容とすることが

できる。 

 第四条第四項中「第二項」を「第三項」に改め、同項を同条第五項とし、同条第三項を

同条第四項とし、同条第二項中「前項の規定により協議する場合において、鉄道事業者と

国土交通大臣以外の道路管理者との協議が成立しない」を「第一項の協議が成立せず、又

は協議をすることができない」に改め、同項を同条第三項とし、同条第一項の次に次の一

項を加える。 

２ 鉄道事業者及び道路管理者は、前項の規定により立体交差化計画等を作成するときは、

前条第一項に規定する期間において当該踏切道を改良することができない特別の事情が

ある場合に限り、同項の期間を経過した後に当該踏切道を改良することをその内容とす

ることができる。 

 第五条を次のように改める。 

 （改良の実施） 

第五条 第三条第一項の規定による指定（立体交差化等に係るものに限る。）に係る鉄道

事業者及び道路管理者は、同項に規定する期間において、同項の規定により定められた

改良の方法により当該踏切道の改良を実施しなければならない。 

２ 前項の鉄道事業者及び道路管理者は、前条第一項（同条第十一項において準用する場

合を含む。）の規定により立体交差化計画等を提出した場合又は同条第六項の規定によ

り立体交差化計画等が作成された場合（当該立体交差化計画等について変更があつた場

合を含む。）においては、前項の規定にかかわらず、当該立体交差化計画等に従い、当

該踏切道の改良を実施しなければならない。 

３ 第三条第一項の規定による指定（保安設備の整備に係るものに限る。）に係る鉄道事

業者は、保安設備整備計画に従い、当該踏切道の改良を実施しなければならない。 

 第六条第二項中「前項」を「前三項」に改め、「国土交通大臣以外の」を削り、同項を

同条第四項とし、同条第一項中「鉄道事業者及び国土交通大臣以外の」を「前条第二項に

規定する場合において、同条第一項の鉄道事業者及び」に改め、「又は鉄道事業者」を削

り、「なく」の下に「当該」を加え、同項を同条第二項とし、同項の次に次の一項を加え

る。 

３ 国土交通大臣は、前条第三項の鉄道事業者が正当な理由がなく保安設備整備計画に従

つて当該踏切道の改良を実施していないと認めるときは、当該鉄道事業者に対して、当

該保安設備整備計画に従つて当該踏切道の改良を実施すべきことを勧告することができ

る。 

 第六条に第一項として次の一項を加える。 



  国土交通大臣は、前条第一項の鉄道事業者及び道路管理者（国土交通大臣である道路

管理者を除く。以下この条において同じ。）が正当な理由がなく同項の規定による踏切

道の改良を実施していないと認めるときは、当該鉄道事業者及び道路管理者に対して、

期限を定めて、第三条第一項の規定により定められた改良の方法により当該踏切道の改

良を実施すべきことを勧告することができる。 

 第七条第一項中「立体交差化計画、構造改良計画又は歩行者等立体横断施設整備計画」

を「第三条第一項の規定による指定であつて立体交差化等に係るものがあつた場合におけ

る当該踏切道の立体交差化等による改良」に改める。 

 第九条第一項中「立体交差化計画」を「第四条第一項（同条第十一項において準用する

場合を含む。）の規定により提出された立体交差化計画又は同条第六項の規定により作成

された立体交差化計画（当該立体交差化計画の変更があつたときは、その変更後のも

の）」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十三年四月一日から施行する。 

 （経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の踏切道改良促進法（以下「旧

法」という。）第三条第一項の規定による踏切道の指定は、この法律による改正後の踏

切道改良促進法（以下「新法」という。）第三条第一項の規定に基づいてしたものとみ

なす。 

２ この法律の施行前に旧法第四条第一項の規定により提出された立体交差化計画等（立

体交差化計画、構造改良計画又は歩行者等立体横断施設整備計画をいう。以下この条に

おいて同じ。）、旧法第四条第五項の規定により作成された立体交差化計画等又は同条

第八項の規定により提出された保安設備整備計画は、それぞれ新法第四条第一項の規定

により提出された立体交差化計画等、同条第六項の規定により作成された立体交差化計

画等又は同条第十二項の規定により提出された保安設備整備計画とみなす。 

３ この法律の施行の際現にされている旧法第四条第二項の規定による裁定の申請（立体

交差化計画等の変更に係るものに限る。）は、新法第四条第十一項において準用する同

条第三項の規定による裁定の申請とみなす。 

 （地方自治法の一部改正） 

第三条 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）の一部を次のように改正する。 

  別表第一踏切道改良促進法（昭和三十六年法律第百九十五号）の項中「第四条第七

項」を「第四条第十項（同条第十一項において準用する場合を含む。）」に改める。 

 （鉄道事業法の一部改正） 

第四条 鉄道事業法（昭和六十一年法律第九十二号）の一部を次のように改正する。 

  第十九条の三の見出し中「かかわる」を「関わる」に改め、同条中「第六条第一項」



の下に「から第三項まで」を加え、「かかわる」を「関わる」に改める。 



     理 由 

 最近における踏切事故の発生状況等に鑑み、交通事故の防止及び交通の円滑化に寄与す

るため、引き続き平成二十三年度以降の五箇年間においても踏切道の改良を促進するため

の措置を講ずるとともに、国土交通大臣が指定した踏切道の改良に関する手続を見直す等

の必要がある。これが、この法律案を提出する理由である。 


